(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　支出科目　款：介護人材確保対策事業費　　項：管理費　　目：管理費
	事業名: 単介護保険料抑制市町村特別交付金（単補）
単介護保険財政安定化基金償還金（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111　(内2599)
　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp  
	事業費


　要求額：2,539,422千円　（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


1 事業目的
(1)介護保険料抑制市町村特別交付金(介護保険法附則第10条第2項)
・財政安定化基金（以下、「基金」という。）の一部を取崩して、市町村等に補助を行うことにより、介護保険の保険者である市町村等（広域連合を含む。）が決定する介護保険料の増加の抑制を図る。
(2)介護保険財政安定化基金償還金(介護保険法附則第10条第3項)

・基金取崩し額の1/3を国へ納付する。
2 事業内容　

・H23年6月の介護保険法の改正により、H24年度に限り、貸付・交付以外に基金の一部を取崩すことが可能となった。
※貸付：年度を単位とした保険料収納率低下と給付費増による財政不足について実施
　　交付：介護保険事業計画を単位とした保険料収納率低下による財政不足について、３年度目に実施
・第5期介護保険事業計画の期間中において、基金本来の目的に支障が生じないと判断した額を確保した上で、残額部分について取り崩すこととする。
・取崩した額について、その1/3ずつを市町村等と国に交付する（残りの1/3については県の事業に充てる(介護保険法附則第10条第5項)）。
・市町村等は、交付金を３年ごとに決定する介護保険料の増加の抑制のために充てる。

・市町村等への交付金の内訳については、市町村等のこれまでの基金への拠出額をベースに按分する。
	２　所要経費


積算内訳　
(1)介護保険料抑制市町村特別交付金（補助金）　1,269,711千円
＝H24年度基金取崩し額(ⅰ) 3,809,133千円　÷3　＝　1,269,711千円
 (ⅰ)H24年度基金取崩し額
＝H24年度基金取崩し額(補正前)×2％
＝3,734,445千円×1.02＝3,809,133千円
※H24年度基金取崩し額（補正前）は、厚生労働省から例示された基金取崩し額の考え方に基づいて算出。なお、基金取崩し額は、管内保険者の第5期介護保険事業計画（暫定値）を基に算出しており、今後変更等が生じる可能性があることから、ここでは上記算出結果から安全率2％を上乗せした額とする。

(2)介護保険財政安定化基金償還金（償還金）　1,269,711千円　(1)と同額

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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※「介護保険財政安定化基金」繰入金
